



（最判平成 18 年 12 月 21 日民集 60 巻 10 号 3964 頁）
谷　口　哲　也
事実の概要




月額賃料 248 万 0805 円
イ　8階、9階居室部分（以下、「本件第 2賃貸借」という）





破産会社Aは、本件各賃貸借に際し、Bに対し、合計 6050 万 8750 円（本
件第 1賃貸借につき 4961 万 5000 円、本件第 2賃貸借につき 777 万 3750 円、
本件第 3賃貸借につき 294 万円、本件第 4賃貸借につき 18 万円）の敷金（以
下、「本件敷金」という）を差し入れた。









本件敷金の配分割合を、C銀行 262 分の 87、D 銀行 262 分の 65、E 銀行
262 分の 50、F銀行 262 分の 30、G銀行 262 分の 30 とする旨合意した。
破産会社Aは、平成 11 年 1 月 25 日に破産宣告（現破産法〔平 16 法 75〕
下の破産手続開始決定）を受け、被上告人Yが破産管財人に選任された。
C銀行は、平成 11 年 9 月 20 日、オランダ法人Hに対し、破産会社Aに






6050 万 8750 円のうち 6043 万 4590 円を本件各賃貸借に関して生じたBの債
権に充当する旨を合意した（以下、「本件充当合意」という）。
ア　平成 11 年 3 月 31 日、本件第 2賃貸借を合意解除して居室を明け渡し、
未払賃料、未払共益費等合計777万3750円に本件敷金を充当する旨合意した。
イ　同日、本件第 4賃貸借を合意解除して倉庫を明け渡し、未払賃料、未
払共益費等合計 10 万 5840 円に本件敷金を充当する旨合意した。
ウ　同年 6月 21 日、本件第 3賃貸借を合意解除して駐車場を明け渡し、
未払賃料 294 万円に本件敷金を充当する旨合意した。
エ　同年 10 月 31 日、本件第 1賃貸借を合意解除して事務所を明け渡し、
未払賃料、未払共益費、本件第 1賃貸借の終了に伴う原状回復工事及び残置
物処理費用（以下「原状回復費用」という）等合計 4961 万 5000 円（うち
敷金返還請求権に質権を設定した者が破産した場合においてその担保価値維持義務は破産管財人に承継されるとした事例（谷口） 111
1021 万 3714 円は原状回復費用）に本件敷金を充当する旨合意した。
本件敷金が充当された上記債権のうち、本件第 1賃貸借に係る未払賃料及
び未払共益費の一部 3163 万 0257 円、同賃貸借に係る原状回復費用 1021 万
3714 円並びに本件第 2賃貸借に係る未払賃料及び未払共益費の一部 317 万
6574 円の合計 4502 万 0545 円は、破産宣告後に生じた債権である（以下、
これらを併せて「本件宣告後賃料等」という）。
破産会社Aの破産財団には、本件第 2及び第 4賃貸借が合意解除された
平成 11 年 3 月 31 日現在で約 2億 2000 万円の、本件第 3賃貸借が合意解除
された同年 6月 21 日現在で約 5億 8000 万円の、本件第 1賃貸借が合意解除




人Yに対し、旧破産法（平成 16 年法律第 75 号による廃止前のもの）164 条
2 項、47 条 4 号に基づく損害賠償又は不当利得の返還として（両者の関係は
選択的併合）、本件充当合意により本件敷金が充当された本件宣告後賃料等
4502 万 0545 円からオランダ法人Hに対する債権譲渡がされる前に充当がさ
れた 317 万 6574 円を控除した 4184 万 3971 円の 262 分の 87 に当たる 1389
万 4752 円及びこれに対する遅延損害金の支払いを求めた。
第 1審（横浜地判平成 16 年 3 月 11 日民集 60 巻 10 号 3985 頁〔参〕）は、
上告人Xの旧破産法 164 条 2 項、47 条 4 号に基づく損害賠償請求を一部認












付債権であるが（最高裁昭和 46 年（オ）第 357 号同 48 年 2 月 2 日第二小法





























としても、破産宣告の日以後の賃料等の債権は旧破産法 47 条 7 号又は 8号
により財団債権となり、破産債権に優先して弁済すべきものであるから（旧









































「そして、〔略〕破産財団は、本件賃料等 3480 万 6831 円について、法律上
の原因なくこれを利得したものであり、被上告人は、3480 万 6831 円からH
に対する債権譲渡がされる前に本件充当合意がされた 317 万 6574 円を控除
敷金返還請求権に質権を設定した者が破産した場合においてその担保価値維持義務は破産管財人に承継されるとした事例（谷口） 115



















利得の返還が訴求され（控訴審では、旧破 164 条 2 項、47 条 4 号に基づく損害賠償請
求も選択的に追加された〔破産管財人の個人責任（旧破 164 条 2 項）が追及されてい
るのではない。損害賠償請求権は、破産財団を責任財産として主張されている（旧破
47 条 4 号）。後掲注（56）も参照のこと〕）、最高裁まで争われた。最高裁判決は、本
判決と同じ日に下されている（最判平成 18 年 12 月 21 日判時 1961 号 53 頁②事件）。











法提要 物権法〔第 4版・増訂〕』（有斐閣、1984 年）286 頁。




に過ぎない、と解説する。清水元「判批」銀法 648 号（2005 年）81 頁同旨。これに









167 頁、中井康之「破産管財人の善管注意義務」金法 1811 号（2007 年）38 頁）。また、
賠償すべき損害があるかが問われるべき、と指摘する文献もある（清水恵介「担保価
値維持義務について―最高裁判所平成 18 年 12 月 21 日判決に示唆を受けて」民事































『民法判例百選Ⅰ〔第 8版〕』（有斐閣、2018 年）169 頁。高田淳「判批」新報 114 巻
7=8 号（2008 年）202-203 頁も参照のこと。
⑽　民集 53 巻 4 号 740 頁。
⑾　承継構成に賛成する見解として、相澤光江「判批」NBL851 号（2007 年）15 頁、河
野玄逸「判批」同 30 頁、多比羅誠「判批」同 39 頁。但し、字義通りの「承継」と解
しているかは不明である（後掲注（19）も参照せよ）。
⑿　上田裕康「判批」NBL851 号（2007 年）20 頁、上野保「判批」同 22 頁、服部敬「判
批」同 51 頁、深山雅也「判批」同 62 頁、林道晴「判批」金判 1268 号（2007 年）11 頁、
中井・前掲注（6）38 頁、桶舎典哲「判批」判評 586 号（2007 年）42 頁。その嚆矢と
なった文献として、田頭章一「判批」判評 559 号（2005 年）186 頁。
⒀　竹越健二「判批」NBL851 号（2007 年）37 頁。承継の範囲を制限すべき旨を主張す

























234 頁。同『破産法・民事再生法〔第 4版〕』（有斐閣、2018 年）352 頁参照。
⒃　伊藤・前掲注（15）破産民再 352 頁参照。但し、同 277 頁（注 47）も参照のこと。
⒄　上田・前掲注（12）20 頁、上野・前掲注（12）22 頁。
⒅　谷口・前掲注（4）1372 頁。村田典子「判批」法研 81 巻 2 号（2008 年）83 頁、山
本和彦＝中西正＝笠井正俊＝沖野眞已＝水元宏典『倒産法概説〔第 2版補訂版〕』（弘
文堂、2015 年）117 頁〔沖野〕も参照のこと。




























































23　伊藤眞「破産管財人等の職務と地位」債管 119 号（2008 年）7 頁も、履行責任とい
う表現を使用している。なお、破産管財人の「個人責任」（破 85 条 2 項）との関係では、
破産管財人と破 85 条の「利害関係人」との間に、法定の債務関係が生じると考えら
れる（拙稿「破産法 85 条の理解」清和 23 巻 2 号（2018 年）122 頁）。つまり、「破産
管財人の」義務として理解される（本文Ⅳ－ⅰ（2）も参照せよ）。
24　民集 27 巻 1 号 80 頁。
25　最判昭和 48 年 2 月 2 日・前掲注（24）。






















































35　片山英二「判批」NBL851 号（2007 年）27 頁、小林信明「判批」同 32 頁。
36　相澤・前掲注（11）15 頁、上野・前掲注（12）22 頁、木内道祥「判批」NBL851 号
（2007 年）29 頁、須藤英章「判批」同 35 頁。
37　肯定説として上野・前掲注（12）22-23 頁、須藤・前掲注（36）36 頁（財団の不当
利得を肯定するため、担保価値維持義務への違反を前提とする）。否定説として相澤・

























産債権となるため（破 54 条 1 項）、本文（2）で述べたとおり、充当処理に「正当な






























ばならない（破 85 条 1 項）48。この注意を怠ったときは、利害関係人に対
44　谷口・前掲注（4）1374 頁（前掲注（40）を参照せよ）。




46　原状回復請求権につき、財団債権説（東京地判平成 20 年 8 月 18 日判時 2024 号 37 頁、
伊藤・前掲注（15）破産民再 394 頁（注 83））と破産債権説（伊藤ほか・前掲注（28）
444 頁等）とに分かれているが、どちらに依拠しても、質権者が充当処理を受忍せね
ばならない立場であることに変わりはない。
47　村田・前掲注（19）122 頁、相澤・前掲注（11）16 頁、石井・前掲注（39）17 頁、
片山（英）・前掲注（35）27 頁、多維羅・前掲注（11）39、41 頁。
48　善管注意義務とは事務処理義務を意味することにつき、道垣内弘人「善管注意義務
をめぐって」法教 305 号（2006 年）40 頁、同『信託法（現代民法別冊）』（有斐閣、















を許しつつも（破 65 条 1 項）、担保目的物の管理を破産管財人に認めている































56　本件では、破産管財人の個人責任（旧破 164 条 2 項）が追及されているのではない。
Xの請求権は、破産財団を責任財産として主張されている（旧破 47 条 4 号）（谷口・
前掲注（4）1382 頁（注 3））。被告Yは職務上の当事者である。以上は、当事者が「Y」
ではなく、「破産管財人Y」であることから、分かる（高木実「破産管財人に対する
任務違反を理由とする損害賠償請求」判タ 210 号（1967 年）94 頁、桜井孝一「破産
管財人の法律的地位とその責任」宮脇幸彦=竹下守夫［編］『破産・和議法の基礎〔新
版〕』（青林書院、1982 年）93 頁、参照）。旧破 164 条 2 項に言及されている理由は、
こうである。すなわち、「破産管財人が〔旧破〕164 条によって損害賠償責任を負う場










59　岡・前掲注（50）24 頁、土岐敦司「判批」NBL851 号（2007 年）42 頁、滝澤考臣「破

































66　担保価値維持義務違反が財団債権（破 148 条 4 号）を、善管注意義務違反が破産管





































定説に依拠する旨を述べる文献として、森恵一「判批」NBL851 号（2007 年）64 頁、
敷金返還請求権に質権を設定した者が破産した場合においてその担保価値維持義務は破産管財人に承継されるとした事例（谷口） 129
条 1 項）、原則は自由な裁量で、その職務の執行を決定することができる（破










清水恵介「判批」税事 39 巻 7 号（2007 年）66 頁、山本（和）・前掲注（5）55 頁。


















































76　大江忠『第 4版 要件事実民法（6）――決定債権』（第一法規、2015 年）31 頁。
77　山本（和）・前掲注（5）53 頁参照。









80　林・前掲注（12）10 頁、伊藤・前掲注（23）8 頁、谷口・前掲注（4）1380 頁、同旨。
山本（和）・前掲注（5）53 頁も参照のこと。




ページ 行 注番号 誤 正
123 33 43 酒井・前掲注（29）339頁 酒井・前掲注（26）339頁
125 3 第85条にいう 破85条にいう
125 32 55 木内・前掲注（34）28頁 木内・前掲注（36）28頁
128 26 68 菅原・前掲注（26）32-33頁 菅原・前掲注（29）32-33頁
130 21 75 全倒ネット［編］・前掲注（37）245頁 全倒ネット［編］・前掲注（39）245頁
130 27 76 大江忠『第4版 要件事実民法（6）——決定債権 大江忠『第4版 要件事実民法（6）——法定債権
